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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 （千円） 7,483,173 8,284,056 8,244,984 10,022,311 11,932,367

経常利益 （千円） 287,158 485,687 328,451 325,498 606,101

当期純利益 （千円） 116,902 292,394 216,407 211,594 385,996

持分法を適用した場

合の投資利益
（千円） ― ― ― ― ―

資本金 （千円） 2,486,000 400,000 442,500 719,000 719,000

発行済株式総数 （株）      

普通株式  98,220 98,220 99,020 109,620 109,620

Ａ種株式  1,000 1,000 1,000 ― ―

Ｂ種株式  ― ― 900 ― ―

純資産額 （千円） 727,326 1,019,679 1,321,727 2,035,678 2,346,210

総資産額 （千円） 7,205,423 6,904,382 5,900,548 6,228,330 7,218,631

１株当たり純資産額 （円） 7,330.43 10,276.95 13,096.79 18,570.31 21,403.12

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額）

（円）
―

(―)

―

(―)

500

(―)

500

(―) 

750

(―) 

１株当たり当期純利

益金額
（円） 1,186.44 2,946.93 2,157.19 2,038.01 3,521.23

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

（円） ― ― ― 1,997.08 3,512.45

自己資本比率 （％） 10.1 14.8 22.4 32.7 32.5

自己資本利益率 （％） 8.0 33.5 18.5 12.6 17.6

株価収益率 （倍） ― ― ― 34.84 13.89

配当性向 （％） ― ― 23.2 25.9 21.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） ― 1,000,667 464,755 668,897 1,517,147

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） ― △158,429 △461,866 △509,689 △1,056,274

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） ― △1,300,000 △667,465 △113,463 320,576

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） ― 1,332,294 668,173 714,884 1,496,348

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

（人）
270

(18)

281

(19)

295

(20)

329

(70)

347

(151)

　（注）１．当社（形式上の存続会社、平成２年11月９日カナール・エアロスペース有限会社として設立、その後平成14年

７月28日にジャフコ・エムビーオー株式会社に組織変更、本店所在地東京都目黒区）は、平成15年２月１日
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を合併期日として旧バンクテック・ジャパン株式会社を合併し、同日商号をバンクテック・ジャパン株式会

社に変更いたしました。この合併は、旧バンクテック・ジャパン株式会社のマネジメント・バイ・アウト

（ＭＢＯ）を目的としたものであります。合併を前提としてジャフコ・エムビーオー株式会社として組織変

更をした当社は合併にいたるまで休眠に近い状態であり、合併により当社が実質上の存続会社である旧バン

クテック・ジャパン株式会社の事業を全面的に継承しております。

したがいまして、実質上の存続会社は被合併会社である旧バンクテック・ジャパン株式会社でありますか

ら、この「有価証券報告書」につきましては、実質上の存続会社である被合併会社及び、同社が設立以前の営

業を引き継いだ旧レコグニション・ジャパン・インコーポレイテッドについて記載しております。

なお、事業年度の期数は、合併後最初の決算をいたしました平成15年12月31日に終了した年度を第１期とし

ております。合併前の旧バンクテック・ジャパン株式会社につきましては、平成10年12月31日に終了した年

度を第１期としております。

２．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第１、２期については、潜在株式がないため記載して

おりません。第３期については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が

把握できないので記載しておりません。

５．第１、２、３期の株価収益率については、当社株式は非上場のため記載しておりません。

６．第２、３、４期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、また第５期の財務諸表につい

ては、金融商品取引法第193条の２第１項に基づき、それぞれ監査法人トーマツの監査を受けておりますが、

第１期の財務諸表については当該監査を受けておりません。

７．旧バンクテック・ジャパン株式会社との合併は、平成15年２月１日に行われたため、旧バンクテック・ジャ

パン株式会社の平成15年１月１日から同社の消滅時までの財務数値と当社の第１期の財務諸表を連結決算

に準じて合算した財務数値で前掲の経営指標と異なる部分は以下のとおりとなります。

回次 第１期

決算年月 平成15年12月

売上高 （千円） 8,079,519

経常利益 （千円） 379,081

当期純利益 （千円） 208,436

１株当たり当期純利

益金額
（円） 2,115.41

自己資本利益率 （％） 14.3
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２【沿革】

　当社の事業活動は、昭和43年７月１日に米国レコグニション・エクイプメント社の日本での事業活動を目的とする

子会社が営業所（商号レコグニション・エクイプメント（ジャパン）・インコーポレイテッド（営業所所在地東京

都千代田区））を設立したことに始まります。一方、米国親会社のレコグニション・エクイプメント社は、平成７年米

国バンクテック・インク社と合併しバンクテック・インク社と名称を変更したことから、日本における両社の事業の

統合を目的として、平成10年７月レコグニション・ジャパン・インコーポレイテッドの営業権の一切が旧米国バンク

テック・インク社の日本における子会社であった旧バンクテック・ジャパン株式会社（実質上の存続会社、設立平成

６年７月６日、当時本店所在地東京都港区）に譲渡されました。

　当社（形式上の存続会社、平成２年11月９日カナール・エアロスペース有限会社として設立、その後平成14年７月29

日にジャフコ・エムビーオー株式会社に組織変更、本店所在地東京都目黒区）は、平成15年２月１日を合併期日とし

て旧バンクテック・ジャパン株式会社を合併し、同日商号をバンクテック・ジャパン株式会社に変更いたしました。

この合併は、旧バンクテック・ジャパン株式会社のマネジメント・バイ・アウト（ＭＢＯ）を目的としたものであり

ます。合併を前提としてジャフコ・エムビーオー株式会社として組織変更をした当社は、合併に至るまで休眠に近い

状態であり、合併により当社が実質上の存続会社である旧バンクテック・ジャパン株式会社の事業を全面的に継承し

ております。したがいまして、実質上の存続会社は被合併会社である旧バンクテック・ジャパン株式会社であります。

なお、事業年度の期数は、合併後最初の決算をいたしました平成15年12月31日に終了した年度を第１期としておりま

す。

　上記の当社の実質上の存続会社の変遷と、商号変更、事業継承の経緯概略は下図のとおりです。
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　当社の事業に係る経緯は次のとおりです。

年月 事項

昭和43年７月 大型光学式文字読取装置（ＯＣＲ）の販売を目的としてレコグニション・エクイプメント（ジャ

パン）・インコーポレイテッドの日本における営業所を東京都千代田区に設立

昭和61年11月 大阪府大阪市に大阪営業所（現大阪支店）開設

平成４年４月 画像イメージを利用して業務プロセスのワークフローを効率化させるために米国で開発されたソ

フトウェア（ミドルウェア）の取扱いを開始

愛知県名古屋市に名古屋営業所開設

平成５年４月 レコグニション・ジャパン・インコーポレイテッド（ＲＪＩ社）に商号変更

平成６年７月 東京都港区赤坂にバンクテック・ジャパン株式会社設立（資本金10百万円）
平成７年10月 ＲＪＩ社の営業所を東京都目黒区に移転

平成10年７月 ＲＪＩ社の営業権がバンクテック・ジャパン株式会社に譲渡され、同社にて事業が拡大して継続

されることとなる

平成14年１月 米国イメージング・ビジネス・マシンズ・エル・エル・シー社（ＩＢＭＬ）と当社間でＩＢＭＬ

社製スキャナに関する独占的販売代理店契約締結

平成14年11月 ＭＢＯにより、米国バンクテック・インク社グループから独立

同日付で米国ビーティーアイ・テクノロジーズ・エル・ピー（バンクテック・インク社グループ

の商権、技術使用権などを保有する会社）との間で、日本と韓国における米国バンクテック社製品

の独占的販売代理店契約を締結

平成15年２月 ジャフコ・エムビーオー株式会社がバンクテック・ジャパン株式会社を吸収合併し、同日社名を

バンクテック・ジャパン株式会社に変更（資本金2,461百万円）
平成15年10月 神奈川県横浜市にＰ２Ｉ（Paper to Image）センターと称するオフィスを設置し、イメージ処理を

利用した業務プロセスの受託事業を開始

平成16年４月 ＩＢＭＬ社とスキャナ製造に関わる技術導入契約を締結。ＩＢＭＬ社のライセンスにより、同社製

品を日本で製造する体制構築を開始

平成16年５月 資本金・資本準備金の減少により、ＭＢＯ及び合併に伴う繰越損失を解消。減資後の新資本金400
百万円

平成16年９月 ＩＢＭＬ社ライセンスによる国産スキャナ・ソータ機を顧客に対し１号出荷

平成17年４月 プライバシー・マークの認定取得

執行役員制度を導入

平成18年９月 「ＩＳＯ 27001」（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証を取得
平成18年10月 ジャスダック証券取引所に株式を上場。公募増資後の新資本金719百万円
平成19年10月 「ＩＳＯ 14001」（環境マネジメントシステム）の認証を取得

３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の子会社）は、当社（バンクテック・ジャパン株式会社）及び子会社２社（株式会社

リープ及び株式会社ＢＨＯ）により構成されており、イメージ情報の処理に関するソリューションを顧客に提供する

ためのハードウェア及びソフトウェアの開発・製造・販売、並びにそれらの機器のメンテナンス及び保守部品の販売

を主たる事業としております。

（１）イメージ情報ソリューション事業

　顧客の業務処理（ビジネス・プロセス）の改革のため、文書（ドキュメント）と画像イメージなどの情報を処理

するハードウェアとソフトウェア（ミドルウェア）を提供するとともに、それらを基盤として業務アプリケーショ

ン・ソフトウェアを開発することにより、システムとして顧客に提供します。

　また、このように構築したシステムを使用して、顧客の業務の一部を一括して受託して執り行うアウトソーシング

・サービスも提供しております。

　当社の提供するシステムを構成するハードウェアにはＭＩＣＲ（手形・小切手等に印字される磁気文字読取装

置）、ＯＣＲ（光学文字読取装置）、カラーにも対応するイメージ・スキャナ、読み取った情報をもとに文書を分類

するソータなどが含まれます。当社の取り扱うこれらの機器は、顧客の基幹業務に関わる大量のイメージ処理に適

した、高速・高性能を特長としています。

　また当社の取り扱うソフトウェア（ミドルウェア）は、イメージ情報に関して、データの入力分野、業務処理分野、

データの保存・検索分野のそれぞれの分野において、あるいはまたそれらの分野を一括して、効率的に処理するた

めに開発された製品群であります。これらのソフトウェア（ミドルウェア）の多くはイメージ情報処理の先進国で

ある米国で開発されたものですが、当社はそれらの製品を日本の顧客のためにローカライズして提供しておりま

す。
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　当社が提供する代表的な業界向けのイメージ情報ソリューションは次のとおりです。

業界 内容

金融機関、コンビニエンス・ストア向け決済イ

メージ・システム

イメージＯＣＲ（光学文字読取装置）、イメージ・スキャナ、

ソータなどのハードウェア及びイメージ・ワークフローなどの

ソフトウェアを駆使し、金融機関・コンビニエンス・ストア等の

事務集中部門における税公金精査業務を効率化するシステム。

国民健康保険団体連合会、社会保険診療報酬支

払基金等向けレセプト審査・支払イメージ・

システム

イメージＯＣＲ、イメージ・スキャナ、ソータなどのハードウェ

ア及びイメージ・ワークフローなどのソフトウェアを駆使し、レ

セプト（診療報酬請求明細書）の審査・支払等業務を効率化す

るシステム。

保険会社、証券会社、クレジットカード会社等

の金融関連会社等向け各種申込書処理イメー

ジ・システム

イメージＯＣＲ、イメージ・スキャナ等のハードウェア及びイ

メージ・ワークフロー等のソフトウェアを駆使し、各種申込みの

審査・カード発行等の業務を効率化するシステム。

運送会社向け配送伝票イメージ・システム イメージＯＣＲなどのハードウェア及びイメージ・ワークフ

ローなどのソフトウェアを駆使して顧客が捺印した配送伝票の

イメージを完全ファイリングし、配送状況の管理及び「お届け伝

票」の照合などにイメージ情報を活用するシステム。

（２）メンテナンスその他事業

　ハードウェアはもとより、ソフトウェア（ミドルウェア）・プロダクト、開発業務アプリケーション・ソフトウェ

アを含めたメンテナンス・サービスを定例的並びに顧客の要望に応じて提供しております。また、ハードウェアの

消耗部品や用品を提供しております。

　当社グループの開発・製造・販売・メンテナンスに亘る事業の大部分は当社が行っており、ソフトウェアの開発

の一部を子会社株式会社リープ及び株式会社ＢＨＯが行っております。

［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

５【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

347（151） 38.3 6.9 6,952.4

　（注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務取締役、パートタイマー、契約社員及び派遣社員は含んでおりません。

臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員、人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人数を（　）外数で記

載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．前年期末時より従業員数が18名増加しておりますが、ビジネスの拡大傾向に備えるために採用を行いまし

た。また、臨時雇用者が、前年期末時より平均81名増加しているのは、主にアウトソーシング・ビジネスの伸

長によるものであります。

（２）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした民間設備投資の増加や雇用情勢の改善が見られ緩や

かな景気回復基調が続く一方、原油価格の高止まりや金利の上昇傾向、また、米国のサブプライムローン（信用力の低い

個人向け住宅融資）問題に端を発した米国経済の減速懸念や金融資本市場の変動など、先行き不透明な状況で推移いた

しました。

　当社を取り巻く事業環境につきましては、企業の設備投資の増加傾向の中で、非製造業の設備投資が上昇傾向を辿り、

当社関連の製品に対する需要が引き続き高水準で推移いたしました。すなわち、当社の従来からの主要顧客である

銀行業界においてのみならず、保険・証券等のその他金融関連企業においてもＩＴ投資の継続した増加がみられた他、

ｅ－文書法（民間事業者が行う書面の保存等における情報通信の利用に関する法律）や個人情報保護法などの制度施

行に伴い、ガバナンスやコンプライアンスに関わる業務プロセス改善において、イメージ情報を利用しようとする動き

が活発になる傾向が見られました。このような業務プロセス改善に関わるシステム・インテグレーションでは、より高

度な提案内容や精度が要求されるなど、顧客のニーズに的確に対応していくことの重要性がさらに高まるという状況も

もたらしています。

　このような状況のもと、当社はイメージ情報を活用し、企業の基幹業務に対してコンサルティングからシステム開発、

さらにはメンテナンスまでの一貫したソリューションを提供できる強みを活かし、事業の強化に努めてまいりまし

た。既存顧客の他業務への深耕や同業種への横展開による拡大のみならず、コンプライアンスの改善に積極的な企業の

開拓や業界への展開に特に注力いたしました。その結果、新規顧客の獲得、新たなソリューションを提供するアプリケ

ーションの開発・導入に取り組むとともに、益々需要が高まっているアウトソーシング（受託）業務が順調に積上げら

れたことなどにより、売上高は当初予想を上回り堅調な増加を見る結果となりました。

　一方、利益面におきましては、特定のプロジェクトにおいて大きな不採算が出たこと、当事業年度前半より組織変更

を伴う改善をスタートしたアプリケーション開発の効率化が、未だ途上にあることなどにより売上総利益率が低下いた

しましたが、売上高の伸長が売上総利益の増加に結びついたことに加え、償却資産の償却額低減やその他経費のコント

ロールにより販売費及び一般管理費が減少したことなどにより、前事業年度に比べ大きな増益を達成することができま

した。

　上記の結果、当事業年度の売上高は11,932百万円（前事業年度比19.1%増）、営業利益は639百万円（前事業年度比

76.3%増）、経常利益は606百万円（前事業年度比86.2%増）、当期純利益は385百万円（前事業年度比82.4％増)となりま

した。

 

事業別販売の状況

①　イメージ情報ソリューション事業

　当事業年度のイメージ情報ソリューション事業におきましては、銀行の設備投資が引き続き好調に推移したこと、

生命保険会社や損害保険会社、証券会社などにおいて、イメージ情報をビジネスプロセスに利用しようとい

う動きが活発になってきたことなどを背景にして、新規の案件や大型案件が獲得できたことなどにより、金融関

連の分野が大きく増加しました。また、アウトソーシング・ビジネスにおいても、コンビニエンス・ストアの公

共料金収納代行読取り業務の全国展開が順調に進んだことなどにより、前事業年度と比べて高い伸びを示しまし

た。

　その結果、当事業年度のイメージ情報ソリューション事業の売上高は8,655百万円（前事業年度比25.7％増）

となりました。

②　メンテナンスその他事業

　イメージ情報ソリューション事業の売上の大きな伸びを背景に、納品後の当社製品に関する保守契約の締結を

確実に行うことなどにより、メンテナンスその他事業の売上高は3,276百万円（前事業年度比4.5％増）となりま

した。

                                                                                           （単位:千円） 

区分
前事業年度（平成18年12月期） 当事業年度（平成19年12月期）

売上高 構成比  売上高 構成比 

　イメージ情報

　　ソリューション事業 
6,887,226 68.7% 8,655,696 72.5%

　メンテナンスその他事業 3,135,085 31.3% 3,276,671 27.5%

計 10,022,311 100.0% 11,932,367 100.0% 

 　　　（注）　１．数量につきましては、取扱品目が多岐にわたるため記載を省略しております。

 　　　　　　　２．上記金額には消費税は含まれておりません。

（２）キャッシュフロー
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　当事業年度末における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが1,517百万円となった一方、投資活

動によるキャッシュ・フローが△1,056百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが320百万円となったこと等により、

前事業年度に比べ781百万円増加し、1,496百万円となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの主な要因は、以下のとおりであります。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　減価償却費、長期前払費用償却費をそれぞれ、417百万円、356百万円計上した後に税引前当期純利益を641百万円計上

したことなどにより、当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは前事業年度よりも848百万円増加し、

1,517百万円となりました。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　受託ビジネス拡大に伴う設備投資等有形固定資産の取得による支出が499百万円、米国バンクテック・インク社から

の一部ソフトウェア製品の日本における販売権の購入等無形固定資産の取得による支出が348百万円となったことな

どから、当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは前期よりも546百万円支出が増加し、△1,056百万円

となりました。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　長期借入金の約定弁済による支出625百万円、配当の支払い54百万円があった一方で、長期借入れによる収入が1,000

百万円あったことから当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは前事業年度に比べ収入が434百万円

増加し、320百万円となりました。

２【仕入、受注及び販売の状況】

（１）仕入実績

　当事業年度の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

イメージ情報ソリューション事業（千円） 1,745,238 118.1

メンテナンスその他事業（千円） 207,716 107.1

合計（千円） 1,952,954 116.9

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．「イメージ情報ソリューション事業」には材料機器、「メンテナンスその他事業」には保守部品の仕入れ金

額が記載されています。

（２）受注状況

　当事業年度の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

イメージ情報ソリューション事業 8,425,679 110.3 3,516,156 93.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

バンクテック・ジャパン株式会社(E05632)

有価証券報告書

 9/63



（３）販売実績

　当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

イメージ情報ソリューション事業（千円） 8,655,696 125.7

メンテナンスその他事業（千円） 3,276,671 104.5

合計（千円） 11,932,367 119.1

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

  当社を取り巻く事業環境は、ＩＴ（情報技術）の急速な発展に伴う通信ネットワークの効率化、コンピュータ・メ

モリのコスト低下など情報インフラの改善に加え、いわゆるe-文書法（民間事業者が行う書面の保存等における情報

通信の利用に関する法律）や個人情報保護法に代表される法制度の制定などにより、電子化されたイメージ情報の利

用拡大がもたらされ、ひいては当社の事業領域の拡大につながる事象が多くみられるようになってきています。一方、

関連する企業の同市場の拡大に対する期待から、競争環境が強まる状況も見受けられます。このような状況の中、安定

した収益の拡大を図るために、当社は以下のような課題に対処すべきと考え、取り組んでまいります。

①　事業領域の拡大による受注・売上の確保　

  当社の従来からの主要顧客である銀行業界では、情報技術に関する設備投資が順調に推移しております。このよう

な動きについては、当社の従来からの強みを生かし、事業機会の確実な捕捉に努めてまいります。また、保険・証券な

どその他金融関連市場や流通・運輸市場などへの横展開と深耕に加え、ｅ－文書法や、個人情報保護法、さらには日本

版ＳＯＸ法（改正金融商品取引法）など新しい法制度によって創出される需要の取り込みなどに経営資源を投入し、

受注高・売上高の拡大に努めてまいります。更に、レセプトオンライン化に伴う公共関連市場の変化に対する新たな

マーケット開拓への取り組みにも注力してまいります。

　これらの課題に組織的に取り組むために、平成19年１月には営業推進本部を発足させ、マーケティング及びコンサル

ティング機能の強化に努めております。　

　さらに、中長期的な事業の成長を図るために、中国・韓国及び台湾などを新たな市場として捉え、取り組みを進めて

います。この一環として、平成20年１月より海外事業室を新設し、海外でのマーケティング活動に積極的に取り組んで

まいります。

②　アプリケーション・ソフトウェアの収益性向上

　アプリケーション・ソフトウェア開発が大型化・複雑化してきており、プロジェクト管理の重要性がより一層高

まってきています。これら管理強化を目的として平成19年５月、当社は従来のシステム本部をシステム開発本部とシ

ステム技術本部に分割、再編成し、役割の明確化、相互チェック機能と支援機能の発揮を図り、見積りの厳密性・客観

性を向上させるとともに、プロセスの進捗管理の強化をしてまいりました。さらに平成20年１月には、再度組織の再編

成を行い、これまでのシステム開発本部の機能を、ソリューション営業を担当する部門内に取り込むことにより、シス

テム開発における顧客志向や個々のプロジェクト管理の強化を図ることといたしました。昨年発足したシステム開発

全般の技術開発や管理を担当するシステム技術本部とともに、新体制を有効に機能させることにより、一層の収益管

理の強化に継続して取り組んでまいります。

　システム開発のリソースにつきましては、国内外協力会社の新規開拓、選別と関係強化を通じて安定供給源の確保を

図ります。特に、コスト競争力に優れた中国企業との連携を継続・強化し、オフショア開発による真のコスト低減とリ

ソースの有効利用に努めてまいります。また、共通ライブラリーの活用、開発プロセスの標準化の推進についても、品

質・生産性の向上、収益性の改善を目指すことはもちろんのこと、開発リソースの確保の観点からも取り組んでまい

ります。

③　受託ビジネスの拡大と受託体制の整備　

  企業のコスト意識の高まりを背景に、いわゆるビジネス・プロセス・アウトソーシングの一層の拡大が見込まれる

なか、アウトソーシング・ビジネスの強化を図り、売上高及び収益性の安定を目指してまいります。

　これらアウトソーシング・ビジネス拡大の要請に応えるためには、従来のシステム・インテグレーションのノウハ

ウだけではなく、業務オペレーションを効率的に管理するノウハウや人材の確保など、アウトソーシング・ビジネス

特有の体制整備が必要になります。当社は、平成19年１月にアウトソーシング・ビジネスに専門的に対応する組織と

してアウトソーシング本部を新設しましたが、同本部の継続した強化を通して、更なる体制の強化に努めてまいりま

す。

④　国産機器製品の拡大　

  国産高速スキャナ「イメージ・バリュー・シリーズ」の開発を推進し、同製品の売上高を拡大することにより、収

益性の改善を図るとともに、顧客のニーズによりきめ細かく対応し、顧客満足度の向上に努めてまいります。
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　また、中国・韓国・台湾などの海外市場開拓の初期段階では、ハードウェアの販売に注力することが有効であると判

断されることから、同海外市場のニーズに則した高速スキャナの開発の取り組みにも努めてまいります。

⑤　メンテナンス収入の維持拡大　

  売上高の安定性を確保するためには、システム・インテグレーションを通じた機器やソフトウェアの販売だけでな

く、メンテナンス収入の維持・拡大が必要であります。当社が販売するシステムの構成におきましては、近年、ハード

ウェアに比較してアプリケーション・ソフトウェアの比率が高まる傾向にあることから、従来にも増して、同製品に

関する保守収入の拡大に取り組んでまいります。

４【事業等のリスク】

　当社の事業展開上、経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあります。ま

た、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資判断上重要であると考えられる事項については、情報開

示の観点から積極的に記載しております。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び

発生した場合の対応に努める所存であります。

　なお、文中の将来に関する事項は提出日（平成20年３月31日）現在において当社が判断したものであり、現時点で想定

できないリスクが発生する可能性もあります。

①　業績の季節変動について

　当社の売上高のうち、イメージ情報ソリューション事業の中で、アウトソーシング（受託）を除くプロジェクト案件

については、顧客の検収完了後に売上を計上するいわゆる検収基準を採用しています。各プロジェクト案件の開発の多

くは数ヶ月から１年程度の期間を要すること、また、各プロジェクトの規模の違いもあることから、当社の事業年度に

おける各四半期の売上高、営業利益等にはしばしば大きな変動があり、今後も同様の傾向が続く可能性があります。

②　為替の相場変動について

　当社は海外から商品の仕入を行っており、米国ドル建ての取引となっています。当社は、為替相場の変動によるリスク

を軽減するため、通貨オプション、先物為替予約取引等を外貨建の発注高として見込まれる範囲内で締結することがあ

ります。しかしながらそれらの取引により為替相場の変動による影響を緩和することは可能であっても、間接的な影響

を含め、すべてを排除することは不可能であります。また、それら取引そのものの公正価値の変動もあります。以上のこ

とから、為替相場の変動により当社の業績が影響を受ける可能性があります。

③　製品・技術の特定企業への依存について

（ａ）米国バンクテック・インク社グループへの製品・技術の依存について

　当社は平成14年11月にいわゆるマネジメント・バイ・アウト（ＭＢＯ）により米国バンクテック・インク（ＢＴ

Ｉ）社から資本的に完全に独立をいたしましたが、独立と同時に同社グループとハードウェア及びソフトウェア製

品の販売に関する優先価格の適用、品質保証、技術訓練、技術支援、保守の提供などに係る技術導入契約を締結し、同

社の製品の輸入を継続して行っています。

　また、当社は、同じくＢＴＩ社グループから購入する一部ソフトウェアに関し、より有利な条件による調達を目的と

して、同製品の日本における販売権の購入及び同製品の今後10年間のサポート契約を平成19年６月１日付にて締結

いたしました。その結果、上記契約の見直しを行い、契約有効期間が従来に比べ３年間延長され、また、年間最低購入

義務が軽減されました。
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　当社とＢＴＩ社グループとのＭＢＯ時に締結した契約の主な内容の現状は以下のとおりであります。

契約当事者 契約有効期間 主な契約内容

ビー・ティー・アイ・テク

ノロジーズ・エル・ピー社

（ＢＴＩ社グループの商権、

技術使用権などを保有する

会社）

平成14年11月27日～

  平成27年11月26日

（平成19年６月１日

付にて平成27年11月

26日まで３年間延

長）

ノウハウ契約

①　ノウハウ及びテクニカルサポートの提供

②　独占地域（日本、韓国）におけるＢＴＩ製品の独占販売権、中

国及び台湾における非独占販売権

③　ＢＴＩ社子会社と同等の最優遇価格の提供

④　年間最低購入義務　400万ドル（平成20年度）

同上 同上

ハードウェア製品の販売代理店契約

①　日本及び韓国における独占販売権、中国及び台湾における非

独占販売権

②　製品保証他

同上 同上

ソフトウェア製品の販売代理店契約

①　日本及び韓国における独占販売権、中国及び台湾における非

独占販売権

②　製品保証他

同上 同上

商標使用にかかわる契約

①　社名バンクテック、ロゴ及び製品名のバンクテック製品に付

随した使用の許諾

同上 同上

特許ライセンス契約

①　独占地域における独占的ライセンスの供与

②　非独占地域における非独占的ライセンスの供与

③　第三者へのライセンス権の再許諾

④　ライセンスの正当性の保証

　上記のとおり、当社とＢＴＩ社との販売代理店契約などの期間は平成27年11月26日までとなりましたが、その後は

同契約が継続されない可能性があります。また、当該契約で定める独占販売権及び最優遇価格の適用については、当

社のＢＴＩ社グループからの年間最低購入金額が平成20年度は400万ドル以上であることが条件となりましたが、こ

の金額を下回る場合、ＢＴＩ社は独占販売権及び最優遇価格の適用を終了する権利を有しています。独立以来当社の

ＢＴＩ社グループの製品への依存度は低下しつつあり、将来購入金額が減少した場合、ＢＴＩ社が契約条件の変更を

提案してくる可能性があります。

　また、現状のところ、当社とＢＴＩ社グループの関係、ＢＴＩ社グループの経営は安定しており、同社グループ製品

の供給には問題はないと考えておりますが、同社グループの製品の開発・品質・価格の動向などにより、当社の将来

の事業が影響を受ける可能性があります。

（ｂ）米国イメージング・ビジネス・マシンズ・エル・エル・シー社への技術の依存について

　当社は、高速のイメージ・スキャナの製造に関し、米国イメージング・ビジネス・マシンズ・エル・エル・シー

（ＩＢＭＬ）社とライセンス契約を締結しています。この契約に基づき当社は平成16年度以来、高速イメージ・ス

キャナの日本における生産を開始しており、日本市場の顧客のニーズにカスタマイズした製品の提供が可能になっ

ています。このような国産のハードウェアの製品は、仕様・納期・価格などにつき相対的に柔軟に対応ができること

から、同製品に係るプロジェクト案件の件数は拡大傾向にあります。ＩＢＭＬ社の経営は安定しており、同社と当社

の関係についても良好かつ安定していることから、同社からの技術導入の継続に現状懸念はないと考えております

が、ライセンス契約更新時においてＩＢＭＬ社のライセンスフィーの動向などにより、当社の将来の事業が影響を受

ける可能性があります。
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④　長期前払費用及びソフトウェアについて

　当社は、前項に記述いたしましたＢＴＩ社グループとの契約を締結するに当たり、契約上供与を受けることとなる①ノ

ウハウ、②同社製品を最優遇価格で購入する権利、③ハードウェア・ソフトウェアの独占販売権の対価としてそれぞれ

①1,400百万円、②1,100百万円、③1,500百万円、合計4,000百万円をＢＴＩ社グループに支払い、①及び②の金額について

は長期前払費用、③の金額については営業権（のれん）として資産計上いたしました。

　これら長期前払費用及び営業権（のれん）につきましては、①については５年間（月割り）、②については10年間（月

割り）、③については５年間（年割り）に亘りそれぞれ償却費用を計上しておりましたが、③につきましては平成18年

度に償却を終了、また、①につきましても当事業年度に233百万円償却計上したことにより終了いたしました。

　当事業年度以降の償却額と各事業年度末の未償却残高の推移の予定は以下のようになっております。

 （単位：百万円） 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

 償却額       

 ①　ノウハウに関する長期前払費用 233 ― ― ― ― ―

 ②　最優遇価格購入権に関する長期前払費用 110 110 110 110 110 91

合計 343 110 110 110 110 91

 未償却残       

 ①　ノウハウに関する長期前払費用 ―      

 ②最優遇価格購入権に関する長期前払費用 531 421 311 201 91 ―

合計 531 421 311 201 91 ―

　また、同じく前項記載の平成19年６月１日に締結した④一部ソフトウェア製品の販売権の購入、及び⑤同製品の今後10

年間のサポート契約、につきましては、④については293百万円をソフトウェア、⑤については108百万円を長期前払費用

として資産計上をしました。これらソフトウェア及び長期前払費用につきましては、④については３年間、⑤については

10年間に亘りそれぞれ償却費用を計上することとしており（20ページ、「２. 固定資産の減価償却の方法」参照）、当事

業年度の償却額はそれぞれ④108百万円、⑤５百万円となっております。

　これらソフトウェア及び長期前払費用についての残高及び償却額は、一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づき計上されることとなりますが、将来、当社のＢＴＩ社グループとの取引が大きく減少するなどにより、当該ソフト

ウェア及び長期前払費用の、資産としての価値が大きく減損していると判断される場合には、未償却残高につき減損会

計が適用され、その結果として当社の業績及び財務状況が影響を受ける可能性があります。

⑤　国産製品の製造委託に関する特定の企業への依存について

　当社は、米国ＩＢＭＬ社のライセンスに基づき、高速イメージ・スキャナの日本における生産を行っていますが、同製

品の製造については、日本メカトロニクス株式会社に委託しています。同社と当社の関係はイメージ・スキャナの日本

における本格生産の開始以前に、輸入機器の日本におけるカスタマイズの委託に始まり、長期に亘り非常に安定してい

ます。また、同社の業績は安定しており、製造に係る品質・コスト・製造能力についても問題はなく、当面のところ引き

続いて安定的な製造委託先として取引を継続していく計画であります。

　しかしながら一方で、生産のさらなる増加については、同社だけでなく複数の製造委託先が必要になる可能性がありま

す。新しい委託先において製造委託を円滑に行うためには、相応の時間が必要になることが予想されることから、急速な

需要の増加に対して適時・適切な委託先が選定できない場合には、当社の将来の事業が影響を受ける可能性がありま

す。

⑥　人材の確保・育成について

　当社が事業拡大を進めていくためには、スキルの高い優秀なスタッフを確保することが重要な要素であると考えてい

ます。しかしながら、特に情報サービス業界での人材獲得競争は激しく、業務上必要とされる知識及び経験を備えた人材

を確保できないリスクがあります。

　当社では、優秀な人材の採用については重要な課題のひとつとして取り組んでいますが、優秀な人材を十分かつ適時に

確保できなかった場合及び社内の有能な人材が流出してしまった場合には、今後の事業展開に制約を受けることとな

り、当社の業績が影響を受ける可能性があります。

⑦　プロジェクト管理について

　当社が、顧客の注文により行うアプリケーション・ソフトウェアの開発につきましては、プロジェクトの見積りの誤

り、開発作業進捗の遅れ、瑕疵担保責任の履行等により、超過コストの負担が発生し、プロジェクトの採算が悪化する可

能性があるほか、検収遅延により売上計上や代金回収の遅れが発生する可能性があります。こうした事態を回避するべ

く当社では継続的かつ定期的なプロジェクト進捗管理に努めておりますが、開発の過程で予想外の事態が起こることを

完全に防止できる保証はなく、そのような事態が生じた場合には、当社の業績が影響を受ける可能性があります。
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⑧　情報漏洩の可能性について 

　当社では、平成18年４月に財団法人日本情報処理開発協会認定プライバシーマーク、平成18年９月にISO27001を取得

し、それらを継続運用することによって機密情報の取扱いを厳格に行っており、特に近年急激に拡大しているアウト

ソーシング・ビジネスの業務における個人情報の取扱いについては、万全の体制で望んでおります。また、当社では、個

人情報の取扱いに関する重要性、危険性を十分に認識しており、当社ホームページにて個人情報保護に関する基本方針

を公開すると同時に、社内規程の制定及び社員への教育・研修を行うことなどにより、個人情報管理の徹底を図ってお

ります。

　しかしながら、不測の事態などによる機密漏洩や個人情報紛失などが発生した場合、信用の毀損，損害賠償責任，業務

面への行政処分など、当社の事業活動並びに業績に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

（１）技術の提携

提携先 契約書名 契約内容 契約期間

イメージング・ビジネス・マシ

ンズ・エル・エル・シー社（米

国）

テクニカル・ライセンス

・アグリーメント

各種帳票類のイメージ・ス

キャナに関する技術契約

自　平成19年１月24日

至　平成21年１月23日

以後１年毎の更新

ビー・ティー・アイ・テクノロ

ジーズ・エル・ピー社（米国）

ノウハウ・アグリーメン

ト

米国バンクテック・インク社

が有するハード及びソフト

ウェア製品の販売に関する品

質保証、技術訓練、技術支援、保

守の提供

自　平成14年11月27日

至　平成27年11月26日

（２）技術の取得

相手先 契約書名 契約内容 契約日及び契約期間

ビー・ティー・アイ・テクノロ

ジーズ・エル・ピー社（米国）

ソフトウェア・パブリッ

シング・アグリーメント

米国バンクテック・インク社

のソフトウェア製品の内プレ

クサスフローウェア及びＯＳ

Ｍに関し日本、韓国、中国及び

台湾における権利の取得

平成19年６月１日

アウトソース・サービス

アグリーメント

上記製品の品質保証、技術支

援、保守の提供

自　平成19年６月１日

至　平成29年５月31日

（３）販売の提携

提携先 契約書名 契約内容 契約期間

ビー・ティー・アイ・テクノロ

ジーズ・エル・ピー社（米国）

アグリーメント・フォー

パーチェス

米国バンクテック・インク社

製品の日本及び韓国における

独占販売に関する事項

自　平成14年11月27日

至　平成27年11月26日

日本オラクル株式会社
パートナー・アグリーメ

ント

米国オラクル社製品のうち当

社のパッケージとともに販売

される対象プログラムの販売

自　平成15年１月16日

至　平成21年１月15日

以後１年毎の更新

アイティー・タンク・カンパ

ニー・リミテッド（韓国）

ディストリビューション

・アグリーメント

米国バンクテック・インク社

製品の韓国における非独占販

売に関する事項

自　平成15年11月19日

至　平成20年11月18日

以後１年毎の自動更新

日本オラクル・インフォメー

ション・システムズ株式会社

オーソライズド・リセ

ラー・アグリーメント

米国オラクル社ＩＢＰＭ製品

の日本における非独占販売に

関する事項

自　平成15年12月26日

至　平成20年６月30日

以後１年毎の自動更新

 　(注)　当社は、（２）に記載のビー・ティー・アイ・テクノロジーズ・エル・ピー社と技術の取得に関する契約を締結し

た結果、（１）及び（３）に記載の同社との技術の提携契約及び販売の提携契約についても改定が行われ、契約有効期間

が従来に比べ３年間延長されました。
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６【研究開発活動】

　当社は、当社の日本国内の顧客ニーズにより良く合致したイメージ情報ソリューションを提供するため、ハードウェ

ア並びにソフトウェアの改良・開発などの研究開発活動を行っております。

　すなわち、ハードウェアにつきましては、米国等で開発された高性能の光学式文字読取装置（ＯＣＲ）・分類機

（ソータ）、高速スキャナなどにつき、より国内の顧客ニーズに合致したものとするための改良及びコンポーネント

等の開発を行っております。また、それらを発展させ、当社独自の機構を持つスキャナ・ソータの開発にも取り組んで

います。

　ソフトウェア（ミドルウェア）につきましては、イメージ情報等の効率的利用を目的として米国で開発された先端

的ワークフロー・ソフトウェアなどを日本国内で使用するために、日本語版の開発、機能の改良などの研究開発活動

を行っております。

　ハードウェアについては開発推進本部開発部、ソフトウェアについてはシステム技術本部の開発推進グループが担

当しており、それぞれ15名及び12名の開発要員を擁しております。

　当事業年度の研究開発費の総額は302,651千円となっており、主な研究開発活動の成果や取組みとしては、国産高速ス

キャナ・ソータ機「イメージ・バリュー」において、これまでのスキャニング・ソーティングスピードの性能を約1.5

倍アップさせ、１分間にカラーＡ４サイズで450枚のスキャニング・ソーティングを可能にしたこと、また、中国市場

において、「イメージ・バリュー・シリーズ」の中国強制製品認証制度（ＣＣＣ）の認証を取得したことなどがあり

ます。

７【財政状態及び経営成績の分析】

（１）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この

財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針につきましては、「第５　経理の状況　財務諸表等（１）財務諸表

　重要な会計方針」に記載のとおりであります。

　当社は、税効果会計等に関して、過去の実績や当該取引の状況に照らして、合理的と考えられる見積り及び判断を

行い、その結果を資産・負債の帳簿価額及び収益・費用の金額に反映して財務諸表を作成しておりますが、実際の

結果は見積りによる不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

（２）財政状態の分析

①　資産の部

　当事業年度末の資産合計は前事業年度末比990百万円増加し、7,218百万円となりました。その主な要因は、現金及び

預金の増加781百万円、受託事業等を目的とする有形固定資産の増加76百万円、米国バンクテック・インク社からの

一部ソフトウェア製品の販売権の購入などによる無形固定資産の増加239百万円であります。

②　負債の部

　当事業年度末の負債合計は前年度比679百万円増加し、4,872百万円となりました。その主な要因は、長期借入金の増

加425百万円、買掛金の増加165百万円、未払法人税等の増加106百万円であります。 

③　純資産の部

　当事業年度末の純資産合計は前年度比310百万円増加し、2,346百万円となりました。その主な要因は、当期純利益

385百万円の計上などによる利益剰余金の増加331百万円であります。これらの結果、当事業年度末の自己資本比率

は0.2ポイント低下し、32.5％となりました。

（３）キャッシュ・フローの部

　当事業年度末における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが1,517百万円となった一方、投

資活動によるキャッシュ・フローが△1,056百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが320百万円となったこと

等により、前事業年度に比べ781百万円増加し、1,496百万円となりました。当事業年度における各キャッシュ・フ

ローの状況とそれらの主な要因は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　減価償却費、長期前払費用償却費をそれぞれ、417百万円、356百万円計上した後に税引前当期純利益を641百万円計

上したことなどにより、当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは前事業年度よりも848百万円増

加し、1,517百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　受託ビジネス拡大に伴う設備投資等有形固定資産の取得による支出が499百万円、米国バンクテック・インク社か

らの一部ソフトウェア製品の日本における販売権の購入等無形固定資産の取得による支出が348百万円となったこ

となどから、当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは前期よりも546百万円支出が増加し、△1,056

百万円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　長期借入金の約定弁済による支出625百万円、配当の支払い54百万円があった一方で、長期借入れによる収入が
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1,000百万円あったことから当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは前事業年度に比べ収入が434

百万円増加し、320百万円となりました。

（４）経営成績の分析

　当事業年度の売上高は、11,932百万円と前事業年度比19.1％の増収となりました。

　イメージ情報ソリューション事業におきましては、銀行の設備投資が引き続き好調に推移したこと、生命保険会社

や損害保険会社、証券会社などにおいて、イメージ情報をビジネスプロセスに利用しようという動きが活発になっ

てきたことなどを背景にして、新規の案件や大型案件が獲得できたことなどにより、金融関連の分野が大きく増加

しました。また、アウトソーシング・ビジネスにおいても、コンビニエンス・ストアの公共料金収納代行読取り業務

の全国展開が順調に進んだことなどにより、前事業年度と比べて高い伸びを示しました。

　その結果、当事業年度のイメージ情報ソリューション事業の売上高は8,655百万円（前事業年度比25.7％増）とな

りました。

　イメージ情報ソリューション事業の売上の大きな伸びを背景に、納品後の当社製品に関する保守契約の締結を確

実に行うことなどにより、メンテナンスその他事業の売上高は3,276百万円（前事業年度比4.5％増）となりました。

　売上総利益につきましては、売上高の増加により、前事業年度比3.6％増加し、2,862百万円となりました。

一方で、売上総利益率においては、特定のプロジェクトにおいて大きな不採算が出たこと、当事業年度前半より組織

変更を伴う改善をスタートしたアプリケーション開発の効率化が、未だ途上にあることなどにより低下いたしまし

た。

　販売費及び一般管理費は、償却資産の償却額低減やその他経費のコントロールなどにより、2,223百万円と前事業年

度比7.4％の減少となりました。

　これらの結果、経常利益は606百万円となり、前事業年度比86.2％増加しました。また、当期純利益は385百万円（前

事業年度比82.4％増）となりました。

EDINET提出書類

バンクテック・ジャパン株式会社(E05632)

有価証券報告書

16/63



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社では、受託ビジネス拡大に伴い、イメージ情報ソリューション部門を中心に733百万円の設備投資を実施しまし

た（無形固定資産を含む）。主な投資として、受託ビジネス用イメージＯＣＲシステム機器等工具器具備品に351百万

円、一部ソフトウェアの日本における販売権取得への投資を293百万円実施しました。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社は、国内に３ヶ所の営業所を有しています。またその他国内には、横浜市他に受託サービスセンターを設け、11ヶ

所に技術センターを設けております。以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。

 平成19年12月31日現在

事業所名
（所在地）

事業部門の名称 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）

建物 機械装置
工具器具
備品

ソフト
ウェア

合計

本社

（東京都目黒区）

イメージ情報ソ

リューション・メン

テナンスその他、本

社管理部門

本社管理部門及

び営業設備
21,850 22,874 102,536 65,312 212,573 242

大阪支店

（大阪市中央区）

イメージ情報ソ

リューション・メン

テナンスその他

営業設備 8,444 3,995 11,935 4,175 28,552 45

受託サービスセンター

（東京都大田区、さいたま

市中央区、横浜市西区他）

イメージ情報ソ

リューション
営業設備 8,398 5,386 683,714 26,990 724,490 5

　（注）１．金額に消費税等は含まれておりません。

２．上記のほか、主要な設備のうち賃借している設備の内容は、次のとおりであります。

名称 事業部門の名称 設備の内容
リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

工具器具備品

（所有権移転外ファ

イナンス・リース）

イメージ情報ソ

リューション

光学式文字読

取装置他
３～５年 6,299 6,465

ソフトウェア

（所有権移転外ファ

イナンス・リース）

本社管理部門、イ

メージ情報ソリュー

ション

ERPソフト他 ３～５年 18,317 16,674

３【設備の新設、除却等の計画】

重要な設備の新設、除却等の計画は以下のとおりであります。

(1）重要な設備の新設等

事業所名
（所在地）

事業部門の名称 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

 本社

（東京都目黒区）

 イメージ情報

 ソリューション
 営業設備 174,000 15,408  自己資金

 平成19年

 11月

 平成20年

 3月
―

 本社

（東京都目黒区）
 全部門

 業務基幹

 システム
113,392 20,967  自己資金

 平成19年

 3月

 平成20年

 6月
―

　（注）１．上記営業設備の設備投資は、受託ビジネスの拡大に伴い必要となる業務プロセス遂行のためのものですが、受

託する内容は多種多様であり、生産能力を画一的に測定することが困難であります。また、業務基幹システム

の設備投資は情報システムへの投資であり、生産能力との直接の関係はありません。従って、「完成後の増加

能力」は記載しておりません。

２．金額に消費税等は含まれておりません。

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 381,980

計 381,980

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成19年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 109,620 109,620 ジャスダック証券取引所 －

計 109,620 109,620 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年４月20日臨時株主総会決議（平成17年４月21日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 　3,827（注１） 　3,823（注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,827 3,823 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000（注２、３） 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年５月１日
至　平成27年３月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　50,000
資本組入額　25,000

同左
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区分
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当

社又は当社の子会社もし

くは関連会社の役員（監

査役を含む）又は使用人

の地位にあることを要す

る。ただし、役員が任期満

了により退任した場合、

並びに使用人が会社都合

により退職した場合はそ

の日から６ヶ月間は行使

できる。

行使に係る払込金額の年

間（暦年）の合計額は、

1,200万円を超えることが
できない。ただし、この金

額は改正租税特別措置法

第29条の２第１項第２号
に定める金額が改正され

た場合は、改正後の金額

に変更される。

新株予約権の割当を受け

た者が死亡した場合、新

株予約権は相続人に承継

されない。

その他新株予約権行使の

条件は、当社と付与対象

者との間で締結する新株

予約権割当契約書に定め

るところによる。（注４、

５）

 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡は、取

締役会の承認を要するも

のとする。

 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２．新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算出により行使価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り下げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割、併合の比率

３．新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株を発行する（旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き発行した新株予約権は除く）又は、自己株式を処分する場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算出において「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかか

る自己株式を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。さらに発行後、当社が合併する場合、株式分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じて行使価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は、適

切に調整されるものとする。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりである。

（1）当社普通株式にかかる株券が国内のいずれかの証券取引所に上場された場合に限り新株予約権を行使する

ことができる。

（2）各新株予約権の一部行使はできないものとする。

５．当社は、いつでも当社が取得し保有する未行使の新株予約権を無償にて償却することができるものとする。
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②　平成18年３月28日定時株主総会決議（平成18年３月28日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成19年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 　　 7,612（注１） 　　 7,590（注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,612 7,590

新株予約権の行使時の払込金額（円） 88,000（注２、３） 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年４月１日
至　平成28年２月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　88,000
資本組入額　44,000

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社

又は当社の子会社もしくは

関連会社の役員（監査役を

含む）又は使用人の地位に

あることを要する。ただし、

役員が任期満了により退任

した場合、並びに使用人が

会社都合により退職した場

合はその日から６ヶ月間は

行使できる。

行使に係る払込金額の年間

（暦年）の合計額は、1,200
万円を超えることができな

い。ただし、この金額は改正

租税特別措置法第29条の２
第１項第２号に定める金額

が改正された場合は、改正

後の金額に変更される。

新株予約権の割当を受けた

者が死亡した場合、新株予

約権は相続人に承継されな

い。

その他新株予約権行使の条

件は、当社と付与対象者と

の間で締結する新株予約権

割当契約書に定めるところ

による。（注４、５）

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡は、取締

役会の承認を要するものと

する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２．新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算出により行使価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り下げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割、併合の比率

３．新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株を発行する（旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き発行した新株予約権は除く）又は、自己株式を処分する場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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なお、上記算出において「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかか

る自己株式を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。さらに発行後、当社が合併する場合、株式分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じて行使価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は、適

切に調整されるものとする。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりである。

（1）当社普通株式にかかる株券が国内のいずれかの証券取引所に上場された場合に限り新株予約権を行使する

ことができる。

（2）各新株予約権の一部行使はできないものとする。

５．当社は、いつでも当社が取得し保有する未行使の新株予約権を無償にて償却することができるものとする。

（３）【ライツプランの内容】

 　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年２月１日

（注）１
98,017 98,220 2,161,000 2,461,000 2,307,843 2,450,064

平成15年９月９日

（注）２
1,000 99,220 25,000 2,486,000 25,000 2,475,064

平成16年５月１日

（注）３
－ 99,220 △2,086,000 400,000 △2,147,743 327,320

平成17年５月10日

（注）４
900 100,120 22,500 422,500 22,500 349,820

平成17年５月10日

（注）５
800 100,920 20,000 442,500 20,000 369,820

平成18年３月24日

（注）６
1,000 101,920 44,000 486,500 44,000 413,820

平成18年８月31日

（注）７
2,700 104,620 － 486,500 － 413,820

平成18年10月４日

（注）８
5,000 109,620 232,500 719,000 232,500 646,320

　（注）１．合併

相手先　ジャフコ・エムビーオー株式会社（形式上の存続会社）

合併による自己株式203株を無償償却

２．有償第三者割当（Ａ種株式）

発行価格　　50,000円

資本組入額　25,000円

割当先　当社役員４名

３．欠損填補のため無償減資及び資本準備金の取崩し

４．有償第三者割当（Ｂ種株式）

発行価格　　50,000円

資本組入額　25,000円

割当先　当社役員６名

５．有償第三者割当（普通株式）

発行価格　　50,000円

資本組入額　25,000円

割当先　バンクテック・ジャパン従業員持株会

６．有償第三者割当（普通株式）

発行価格　　88,000円

資本組入額　44,000円

割当先　バンクテック・ジャパン従業員持株会

７．普通株式との引換え

取得した株式数　Ｂ種株式　　900株　（取得と同時に消却）
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交付した株式数　普通株式　3,600株

８．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　93,000円

資本組入額　　46,500円

払込金総額　 465,000千円

（５）【所有者別状況】

 平成19年12月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人）  - 8 9 25 6  - 1,508 1,556 －

所有株式数

（株）
 - 3,935 429 66,829 22,134  - 16,293 109,620 －

所有株式数の

割合（％）
 - 3.59 0.39 60.97 20.19  - 14.86 100.00 －
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（６）【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ジャフコ・バイアウト一号投資事業

有限責任組合

東京都千代田区丸の内１-８-２ 46,970 42.85

ノムラ　インターナショナル　ホンコ

ン　リミテッド　(常任代理人　野村證

券株式会社）

30/F, 2 INTERNATIONAL FINANCE

CENTRE 8 FINANCE STREET, CENTRAL

HONG KONG　(東京都中央区日本橋１-９-

１）

15,891 14.50

株式会社オービックビジネスコンサ

ルタント

東京都新宿区西新宿６-８-１

住友不動産新宿オークタワー32F

10,000 9.12

モルガン・スタンレーアンドカンパ

ニーインク　（常任代理人　モルガン

・スタンレー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK

10036, U.S.A.　（東京都渋谷区恵比寿４-20-

３　恵比寿ガーデンプレイスタワー）

5,609 5.12

株式会社ドリームインキュベータ 東京都目黒区上目黒２-１-１

中目黒ＧＴタワー14F 

5,426 4.95

バンクテック・ジャパン従業員持株

会

東京都目黒区下目黒１-８-１

アルコタワー８階

2,850 2.60

株式会社コア 東京都世田谷区三軒茶屋１-22-３ 2,000 1.82

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 

東京都港区浜松町２-11-３ 1,778 1.62

三井所　清宏 神奈川県横浜市金沢区 1,570 1.43

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市北区北浜４-５-33 1,000 0.91

計 － 93,094 84.92

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － －  －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　109,620 109,620  

端株 － －  

発行済株式総数 109,620 － －

総株主の議決権 － 109,620 －
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定

に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくもの

①　平成17年４月20日開催の臨時株主総会の決議による第一回新株予約権

決議年月日 平成17年４月20日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役６及び従業員183

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成20年２月29日現在、新株予約権取得者のうち、従業員20名が退職したことにより、付与対象者は169名であり、

新株発行予定数は3,823株であります。

②　平成18年３月28日開催の定時株主総会の決議による第二回新株予約権

決議年月日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役６、監査役１及び従業員300

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成20年２月29日現在、新株予約権取得者のうち、従業員29名が退職したことにより、付与対象者は278名であり、

新株発行予定数は7,590株であります。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、株主価値の最大化の観点から、経営基盤の充実と今後の事業拡大のための内部留保を確保しながら、剰余金

の一部を配当してまいります。

　各期の配当につきましては、安定的な配当の継続を目指すことを重視しつつ、利益の状況、翌期以降の収益見通し、

キャッシュ・フローの状況、並びに配当性向などを総合的に勘案の上、株主への利益還元を行う方針であります。　　

　当社は、期末配当として剰余金の配当を行うことを基本方針としており、配当の決定機関は株主総会であります。

　この方針に基づき、当事業年度の期末配当につきましては、１株当たり年間750円の配当を実施することに決定いた

しました。この結果、当事業年度の配当性向は21.3％となりました。

　内部留保金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市場

ニーズに応える技術・製品開発体制を強化し、さらには、海外戦略の展開を図るために有効投資して参りたいと考え

ております。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年３月28日

定時株主総会 
82,215 750

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高（円） － － － 126,000 71,800

最低（円） － － － 60,100 38,100

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

なお、平成18年10月５日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。
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（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 59,800 55,800 52,000 52,300 52,100 50,500

最低（円） 53,800 50,200 38,100 43,600 46,300 48,000

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数
（株）

代表取締

役社長
 三井所　清宏 昭和19年１月３日生

昭和41年４月 高千穂交易株式会社入社

昭和47年７月 株式会社シー・エス・シー入社

昭和51年８月 レコグニション・エクイプメント

（ジャパン）入社

昭和61年11月 同社の日本における代表に就任

平成８年６月 当社代表取締役社長就任(現任）

（注）３ 1,570

取締役

第二ソリュー

ション・ビジネ

ス本部長

髙山　保夫 昭和23年11月21日生

昭和47年４月 高千穂交易株式会社入社

昭和47年７月 株式会社シー・エス・シー入社

昭和51年10月 レコグニション・エクイプメント

（ジャパン）入社

平成元年９月 同社営業部部長

平成10年７月 当社取締役

平成17年３月 当社取締役ソリューション・ビジ

ネス本部長

平成18年２月 当社取締役第二ソリューション・

ビジネス本部長（現任）

（注）３ 785

取締役 開発推進本部長 鏑木　清忠 昭和23年３月15日生

昭和45年４月 高千穂交易株式会社入社

昭和47年７月 株式会社シー・エス・シー入社

昭和49年２月 レコグニション・エクイプメント

（ジャパン）入社

平成10年７月 当社取締役開発推進本部長(現任)

（注）３ 776

取締役

第一ソリュー

ション・ビジネ

ス本部長

永井　進 昭和25年１月13日生

昭和48年４月 株式会社シー・エス・シー入社

昭和51年９月 レコグニション・エクイプメント

（ジャパン）入社

平成16年３月 当社取締役

平成18年２月 当社取締役第一ソリューション・

ビジネス本部長（現任）

（注）３ 416

取締役 管理本部長 吉田　惠一 昭和29年８月26日生

昭和52年４月 日本電気株式会社入社

平成７年７月 同社財務部財務担当部長

平成11年２月 コダック株式会社入社

平成12年４月 アシスト　ジャパン株式会社入社

平成14年10月 NECエレクトロニクス株式会社入

社財務本部財務部長

平成16年11月 当社入社

平成17年３月 当社取締役管理本部長（現任）

（注）３ 416

 取締役  野田　武彦 昭和19年２月25日生

昭和41年４月 三菱商事株式会社入社

平成４年４月 同社鋼材貿易第二部長

平成７年７月 同社ロサンジェルス支店長

平成12年５月 株式会社パソナ入社

平成14年６月 同社執行役員

平成18年７月 株式会社ノダ・コンサルティング

代表取締役(現任）

株式会社シグマスタッフ特別顧問

（現任）

平成18年10月 メレテック・リミテッド日本代表

(現任）

平成19年３月 当社取締役（現任）

平成19年12月 トランスコスモス株式会社顧問

（現任） 

（注）３ 20
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数
（株）

常勤

監査役
 望月　克己 昭和19年４月16日生

昭和42年４月 日本電気株式会社入社

平成４年７月 同社電子事業本部エグゼクティブ

・エキスパート

平成13年10月 NEC化合物デバイス株式会社常勤

監査役

平成15年４月 同社退任

平成17年３月 当社監査役（現任）

（注）４ 5

監査役  中村　渡 昭和41年４月25日生

平成３年９月 アーサーアンダーセン会計事務所

（現あずさ監査法人）入所

平成７年１月 株式会社マイツ（池田公認会計士

事務所）入社

平成８年４月 株式会社日本合同ファイナンス

（現株式会社ジャフコ）入社

平成12年１月 中村公認会計士事務所設立

 （現任）

平成15年３月 当社監査役（現任）

（注）５ －

監査役  早川　篤志 昭和46年６月30日生

平成11年４月  弁護士登録、マックス法律事務所

入所

平成17年７月  森・濱田松本法律事務所入所

平成19年１月  川島法律事務所入所(現任）

平成19年３月  当社監査役（現任）

（注）５ －

   計   3,988

　（注）１．取締役野田武彦は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．常勤監査役望月克己、監査役中村渡及び早川篤志は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成20年３月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。

４．平成17年３月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。

５．平成19年３月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。

６．当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員は以下の６名です。

職名 氏名 担当

※　執行役員 髙山　保夫 第二ソリューション・ビジネス本部長

※　執行役員 鏑木　清忠 開発推進本部長

※　執行役員 永井　進 第一ソリューション・ビジネス本部長

※　執行役員 吉田　惠一 管理本部長

執行役員 松本　義雄 カストマーサービス本部長

執行役員 谷下　哲二 アウトソーシング本部長

※印の執行役員は、取締役を兼務しております。

７．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

　　役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

㈱

 野澤　晃 昭和13年１月８日生 

昭和36年４月　高千穂交易株式会社入社

昭和52年10月　日本アイテル株式会社（現株式会社シー・エル・

シー）入社

平成４年６月　株式会社シー・エル・シー常務取締役総務部長

平成11年９月　ユービック日本株式会社入社

平成14年12月　経営コンサルタント（現任）

－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、企業価値の最大化をはかり、持続可能な発展を継続していくためには、コーポレート・ガバナンスの強化が

重要であると認識しており、経営の透明性と健全性の確保、適時・適切な情報開示を行うことによりその強化に努め

てまいります。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

（１）　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社は監査役制度採用会社であります。平成17年４月から執行役員制度を導入し、取締役会が選任した執行役員が

業務執行を行い、取締役会及び監査役がこれを監督・監視するという経営管理体制を構築しております。

　取締役会は６名で構成されております。毎月１回の定時開催に加え、必要に応じて随時、臨時開催しております。取

締役６名のうち、１名は社外取締役であり、また社長を除く４名は執行役員を兼務しております。その他執行役員が

２名おります。

　監査役３名は、毎月１回定例の監査役会を開催し、監査状況の確認及び協議を行っております。常勤監査役１名を

含む監査役３名全員が会社法第２条第16号に定める社外監査役であり、１名は公認会計士であり、１名は弁護士で

あります。各監査役は取締役会に出席し、また常勤監査役はその他重要な会議への出席、取締役に対する営業報告の

要求等の方法により監査を実施するとともに、内部監査を担当する内部監査室とも連繋をとることにより、監査の

充実を図っています。また、各監査役は、独自に会計監査を実施するとともに、監査法人に対しても随時監査につい

ての報告を求めております。

（２）　内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

　当社では、社長直轄の内部監査室の１名が内部監査を担当しており、社内諸規程の遵守状況、事業活動の妥当性・

効率性などを、業務執行部門とは独立した立場に立って検証・評価し、問題があれば具体的な是正・改善施策を提

言しております。

　また当社では、取締役会決議により「内部統制の構築に関する基本方針について」を策定しております。その中

で、リスク管理としましては、社内規程として「危機管理規程」を制定し、危機の未然防止に努めることを基本とす

るとともに、万一危機が発生した場合には、損失を最小限にとどめるため、対策本部の設置・危機管理発動のプロセ

スなどを定めております。

（３）　会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、堤　佳史及び阪田　大門の両氏であり、いずれも監査法人トーマツに

所属しています。監査業務にかかる補助者の構成は、公認会計士２名及び会計士補等６名を主たる構成員としてい

ます。

　（注）１. 継続監査年数につきましては、７年以内であるため記載を省略しております。

 ２. 平成19年３月29日開催の株主総会において、監査法人トーマツが会社法上の会計監査人に選任されま

した。

（４）　社外取締役及び社外監査役と会社との人間関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係

　社外取締役野田　武彦と当社との間には、同人が当社株式を20株保有していることを除き、当社と特別な利害関係

はありません。

　また、社外監査役望月　克己と当社との間には、平成18年４月10日付新株予約権割当契約に基づく新株予約権36個

を同人に割り当てていること並びに同人は役員持株会を通じ当社株式を５株保有していることを除き、特別な利害

関係はありません。社外監査役中村　渡及び社外監査役早川　篤志は、当社と資本的関係を有さず、また当社と特別な

利害関係はありません。
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 [業務執行、経営の監視の仕組み及び内部統制システムの概要]

（５）　役員報酬及び監査報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に支払った報酬は以下のとおりであります。

区分 人数 金額

取締役

（うち社外取締役）

７名

(１名)

66百万円

(１百万円)

監査役

（うち社外取締役）

３名

(３名)

９百万円

(９百万円)

合計 10名 76百万円

（注）１．当社監査役は３名とも社外監査役であります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。使用人分給与相当額91百

万円を支払っています。

　また、当事業年度における監査法人に対する報酬は以下のとおりであります。

内容 金額

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 21百万円

それ以外の報酬 ０百万円

合計 22百万円

（６）　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、当社定款第35条及び会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める

額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役又は社外監査役が責任の原因となった職

務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。
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（７）　取締役の定数及び選任決議の要件

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

　当社は、取締役を選任する株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

（８）　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とし

たものであります。

（９）　取締役会にて決議できる株主総会決議事項

　当社は、会社法165条第２項の規定により、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能にするため取締役

会の決議によって市場取引により自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。なお、第４期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31

日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第５期事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、

改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第４期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）、

並びに、金融商品取引法第193条の２第１項に基づき、第５期事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日ま

で）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年10月大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に

重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　0.6％

売上高基準　 　 1.0％

利益基準　　　  1.0％

利益剰余金基準  1.2％
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   714,884   1,496,348  

２．受取手形   420   538  

３．売掛金   1,623,251   1,645,962  

４．保守部品   227,735   224,321  

５．材料機器   72,366   83,168  

６．仕掛品   915,622   939,938  

７．前渡金   1,750   4,667  

８．前払費用   188,808   151,034  

９．繰延税金資産   215,233   214,668  

10．その他   18,909   10,174  

流動資産合計   3,978,982 63.9  4,770,823 66.1

Ⅱ　固定資産        

(１）有形固定資産        

１．建物  111,136   127,370   

減価償却累計額  73,380 37,756  84,962 42,407  

２．機械装置  134,583   139,003   

減価償却累計額  87,913 46,669  106,720 32,282  

３．工具器具備品  916,383   1,429,179   

減価償却累計額  387,118 529,264  615,955 813,223  

４．賃貸営業資産  141,024   125,809   

減価償却累計額  48,829 92,195  60,404 65,405  

５．建設仮勘定   193,623   22,635  

有形固定資産合計   899,509 14.5  975,954 13.5

(２）無形固定資産        

１．ソフトウェア   78,818   281,552  

２．ソフトウェア仮勘定   16,284   52,845  

３．商標権   524   464  

無形固定資産合計   95,627 1.5  334,863 4.6
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(３）投資その他の資産        

１．投資有価証券   2,559   70,314  

２．関係会社株式   16,000   16,000  

３．長期前払費用   893,906   675,694  

４．繰延税金資産   213,674   250,010  

５．差入保証金   128,071   124,970  

投資その他の資産合計   1,254,211 20.1  1,136,989 15.8

固定資産合計   2,249,348 36.1  2,447,807 33.9

資産合計   6,228,330 100.0  7,218,631 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   654,426   819,971  

２．１年内返済予定長期借
入金

  625,000   575,000  

３．未払金   392,626   262,039  

４．未払消費税等   42,357   74,192  

５．未払費用   27,784   36,987  

６．未払法人税等   113,324   220,249  

７．前受金   6,662   64,421  

８．前受保守料   145,471   162,056  

９．預り金   29,379   36,157  

10．賞与引当金   133,742   144,421  

11. デリバティブ負債   5,886   2,312  

12. その他   ―   2,308  

流動負債合計   2,176,662 34.9  2,400,116 33.3

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   1,525,000   1,950,000  

２．退職給付引当金   366,339   343,490  

３．役員退職慰労引当金   119,168   137,021  

４. 長期未払金   ―   39,443  

５．長期前受収益   5,481   2,349  

固定負債合計   2,015,989 32.4  2,472,304 34.2

負債合計   4,192,652 67.3  4,872,420 67.5
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

(１）資本金   719,000 11.5  719,000 10.0

(２）資本剰余金        

１．資本準備金  646,320   646,320   

資本剰余金合計   646,320 10.4  646,320 9.0

(３）利益剰余金        

１．その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  669,936   1,001,123   

利益剰余金合計   669,936 10.8  1,001,123 13.8

株主資本合計   2,035,257 32.7  2,366,444 32.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  420 0.0  △20,233 △0.3

評価・換算差額等合計   420 0.0  △20,233 △0.3

純資産合計   2,035,678 32.7  2,346,210 32.5

負債純資産合計   6,228,330 100.0  7,218,631 100.0

        

②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   10,022,311 100.0  11,932,367 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．期首製品棚卸高  －   －   

２．当期製品製造原価  7,259,648   9,070,138   

合計  7,259,648   9,070,138   

３．期末製品棚卸高  － 7,259,648 72.4 － 9,070,138 76.0

売上総利益   2,762,662 27.6  2,862,229 24.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．販売促進費  31,390   19,349   

２．荷造運搬費  25,662   29,295   

３．給与手当  405,406   461,029   

４．役員報酬  75,034   76,024   

５．賞与  161,622   161,741   

６．法定福利費  55,633   65,636   

７．接待交際費  23,583   15,212   

８．旅費交通費  58,599   79,611   
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

９．減価償却費  362,399   61,054   

10．長期前払費用償却費  391,530   343,333   

11．地代家賃  84,735   67,424   

12．賞与引当金繰入額  30,180   30,166   

13．役員退職慰労引当金繰
入額

 17,712   17,852   

14．退職給付関連費用  24,820   28,704   

15．研究開発費 ※２ 272,902   302,651   

16．業務報酬  104,449   153,834   

17．その他  274,449 2,400,115 24.0 310,114 2,223,036 18.6

営業利益   362,547 3.6  639,193 5.4
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  88   437   

２．受取配当金  －   2,960   

３．保険配当金  2,580   2,899   

４．継続雇用制度奨励金  1,500   1,500   

５. 業務受託料 ※１ 4,800   4,800   

６．受取家賃 ※１ 4,568   3,225   

７．デリバティブ収益  9,156   1,981   

８. 為替差益  1,067   －   

９．その他  919 24,681 0.2 1,172 18,976 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  37,924   45,175   

２．融資手数料  3,299   2,977   

３. 株式交付費  16,003   －   

４. 為替差損  －   315   

５．その他  4,505 61,731 0.6 3,600 52,069 0.4

経常利益   325,498 3.2  606,101 5.1

Ⅵ　特別利益        

１．保険解約払戻金  － － － 36,225 36,225 0.3

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 2,180 2,180 0.0 546 546 0.0

税引前当期純利益   323,317 3.2  641,780 5.4

法人税、住民税及び事業
税

 136,384   277,185   

法人税等調整額  △24,662 111,722 1.1 △21,402 255,783 2.2

当期純利益   211,594 2.1  385,996 3.2

        

EDINET提出書類

バンクテック・ジャパン株式会社(E05632)

有価証券報告書

36/63



製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  1,729,123 21.2 2,091,071 22.1

Ⅱ　労務費  2,249,279 27.6 2,583,690 27.3

Ⅲ　経費 ※１ 4,167,266 51.2 4,791,528 50.6

当期総製造費用  8,145,670 100.0 9,466,289 100.0

期首仕掛品棚卸高  450,873  915,622  

他勘定受入高 ※２ 52,171  －  

合計  8,648,715  10,381,911  

期末仕掛品棚卸高  915,622  939,938  

他勘定振替高 ※３ 473,444  371,835  

当期製品製造原価  7,259,648  9,070,138  

　（注）　原価計算の方法は、プロジェクト別実際個別原価計算であります。

※１　主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

外注加工費（千円） 2,607,642 2,925,895

委託保守料（千円） 519,325 557,021

 　　※２　他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。

 項目  前事業年度  当事業年度

 固定資産からの受入高（千円） 52,171 －

 　　　　　 合計（千円） 52,171 －

※３　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

固定資産へ振替（千円） 213,030 127,946

研究開発費（千円） 238,937 238,893

その他（千円） 21,477 4,995

合計（千円） 473,444 371,835
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成17年12月31日　残高
（千円）

442,500 369,820 369,820 508,801 508,801 1,321,122

事業年度中の変動額       

新株の発行 276,500 276,500 276,500   553,000

剰余金の配当    △50,460 △50,460 △50,460

当期純利益    211,594 211,594 211,594

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

      

事業年度中の変動額合計
（千円）

276,500 276,500 276,500 161,134 161,134 714,134

平成18年12月31日　残高
（千円）

719,000 646,320 646,320 669,936 669,936 2,035,257

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成17年12月31日　残高
（千円）

605 605 1,321,727

事業年度中の変動額    

新株の発行   553,000

剰余金の配当   △50,460

当期純利益   211,594

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

△185 △185 △185

事業年度中の変動額合計
（千円）

△185 △185 713,949

平成18年12月31日　残高
（千円）

420 420 2,035,678

当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年12月31日　残高
（千円）

719,000 646,320 646,320 669,936 669,936 2,035,257

事業年度中の変動額       

剰余金の配当    △54,810 △54,810 △54,810

当期純利益    385,996 385,996 385,996

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

      

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － 331,186 331,186 331,186

平成19年12月31日　残高
（千円）

719,000 646,320 646,320 1,001,123 1,001,123 2,366,444
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年12月31日　残高
（千円）

420 420 2,035,678

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △54,810

当期純利益   385,996

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

△20,654 △20,654 △20,654

事業年度中の変動額合計
（千円）

△20,654 △20,654 310,532

平成19年12月31日　残高
（千円）

△20,233 △20,233 2,346,210
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

   

税引前当期純利益  323,317 641,780

減価償却費  541,616 417,607

長期前払費用償却  396,306 356,826

支払利息  37,924 45,175

賞与引当金の増減
（△）額

 16,745 10,678

退職給付引当金の増減
（△）額

 △12,983 △22,849

役員退職慰労引当金の
増減（△）額

 17,712 17,852

売上債権の増（△）減
額

 △171,374 △22,830

棚卸資産の増（△）減
額

 △506,892 △32,241

仕入債務の増減（△）
額

 58,469 169,363

前受金の増減（△）額  831 57,758

その他  91,002 100,763

小計  792,674 1,739,885

利息・配当金の受取額  2,669 3,397

利息の支払額  △38,095 △46,275

法人税等の支払額  △88,351 △179,860

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 668,897 1,517,147
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

   

有形固定資産の売却収
入

 437 －

有形固定資産の取得に
よる支出

 △439,833 △499,482

無形固定資産の取得に
よる支出

 △56,585 △348,312

長期前払費用の取得に
よる支出 

 － △108,801

投資有価証券の取得に
よる支出

 △30,662 △102,778

投資有価証券の売却に
よる収入 

 30,121 －

その他  △13,166 3,100

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △509,689 △1,056,274

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

   

短期借入れによる収入  700,000 850,000

短期借入金の返済によ
る支出

 △700,000 △850,000

長期借入れによる収入  － 1,000,000

長期借入金の返済によ
る支出

 △600,000 △625,000

増資による収入  536,997 －

配当金の支払  △50,460 △54,423

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 △113,463 320,576

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 966 13

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
（△）額

 46,711 781,463

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

 668,173 714,884

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

※１ 714,884 1,496,348
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

（１）子会社株式

移動平均法による原価法

（１）子会社株式

同左

 （２）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

（２）その他有価証券

　　　　　 　同左

　 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

３．棚卸資産の評価基準及び

評価方法

保守部品・・移動平均法による原価法

材料機器・・移動平均法による原価法

仕掛品・・・個別法による原価法

保守部品・・同左

材料機器・・同左

仕掛品・・・同左

４．固定資産の減価償却の方

法

（１）有形固定資産

①　社用資産

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。

（１）有形固定資産

①　社用資産

同左

 建物・・・・・・６～15年

機械装置・・・・４～６年

工具器具備品・・４～６年

 

 ②　賃貸用資産及び受託営業用資産

定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。　

②　賃貸用資産及び受託営業用資産

　　　　　同左

　

  建物・・・・・・５年

 工具器具備品・・４～６年

 賃貸営業資産・・５～６年

 

 

 

 （２）無形固定資産

定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

（２）無形固定資産

①ソフトウェア

　　市場販売目的のソフトウェアについて

　　は、見込販売可能期間（３年）におけ

　　る見込販売額に基づく償却額と見込販

　　売可能期間に基づく定額償却額のいず

　　れか大きい額により償却しておりま　

　　す。 　

 自社利用ソフトウェア

・・５年（社内における見

込利用可能期間）

営業権・・５年

商標権・・10年

 自社利用ソフトウェアについては、

  社内における利用可能期間（５年）に

  基づく定額法により償却しておりま 

  す。

② 商標権

定額法（10年）
 （３）長期前払費用

定額法

　なお、主な償却期間は５年又は10年

であります。

（３）長期前払費用

　　委託保守契約のうち、保守販売契約が

　  締結されていないものについては、契 

    約期間（10年）における見込保守販売

    額に基づき償却しております。

　  その他のものについては、主として５

    年又は10年の定額法で償却しておりま

    す。
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項目
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

５．繰延資産の処理方法 （１) 株式交付費 

  支出時に全額費用として処理しており

ます。 

                   －

  

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場による円貨に換算し、為替差額は損

益として処理しております。

同左

７．引当金の計上基準 （１）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、翌事業年度の賞与支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上しておりま

す。

（１）賞与引当金

同左

 （２）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職

一時金制度移行時の自己都合要支給額

に基づく退職給付債務に基づき計上し

ております。

（２）退職給付引当金

同左

 （３）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規による期末要支給見込額を計上

しております。

（３）役員退職慰労引当金

同左

８．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

９．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満た

している金利スワップについて、特例処

理を適用しております。

 （１）ヘッジ会計の方法

同左 

 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・金利スワップ

ヘッジ対象・・借入金

 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 （３）ヘッジ方針

　金利リスクの低減のため、対象債務の

範囲内でヘッジを行っております。

 （３）ヘッジ方針

 同左 

 （４）ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件に該当

するため、有効性の評価を省略しており

ます。

 （４）ヘッジ有効性評価の方法

 同左 

10．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

11．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　

平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は2,035,678千

円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

（減価償却方法の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、これに伴う当事業年度の損益に与える影響は軽微で

あります。

 

 

 

―

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　（損益計算書）

　前事業年度まで営業外費用の「新株発行費」として表示

していた新株の発行に係る費用は、「繰延資産の会計処理

に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年

８月11日　実務対応報告第19号）の適用により、当事業年度

から「株式交付費」として表示しております。

 

　―

  （キャッシュ・フロー計算書）

　投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券の

取得による支出」は、前事業年度まで「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲

記しました。

　なお、前事業年度の「その他」に含まれている「投資有価

証券の取得による支出」は600千円であります。

  ―
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

※１　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

２行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

※１　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

２行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。この契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 800,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 800,000千円

当座貸越契約及び

貸出コミットメントの総額

     900,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額      900,000千円

 　　　また、他の取引銀行１行とコミットメント契約のない

当座貸越契約を締結しており、この契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

 当座貸越契約の総額      300,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額      300,000千円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１  関係会社との取引 ※１  関係会社との取引

 　業務受託料 4,800千円 

 　受取家賃 4,568千円 

 　業務受託料     4,800千円 

 　受取家賃      3,225千円 

※２　研究開発費の総額 272,902千円 ※２　研究開発費の総額        302,651千円

※３　固定資産除却損の内容は、主に更新投資に伴う除却

によるものであります。

※３　固定資産除却損の内容は、主に更新投資に伴う除却

によるものであります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 99,020 10,600 － 109,620

Ａ種株式（注） 1,000 － 1,000 －

Ｂ種株式（注） 900 － 900 －

合計 100,920 10,600 1,900 109,620

（注）　普通株式の発行済株式総数の増加10,600株は、第三者割当増資による増加1,000株、Ａ種株式の普通株式への転

換1,000株、Ｂ種株式の取得900株（同時に消却）に伴う普通株式の交付3,600株、公募増資による増加5,000株であ

ります。

２．配当に関する事項  

（１）配当金支払額

　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

 

 
普通株式 49,510    

平成18年３月28日

定時株主総会
Ａ種株式 500 500.0 平成17年12月31日 平成18年３月29日

 

 
Ｂ種株式 450    

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

  決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日

定時株主総会
普通株式 54,810 利益剰余金 500.0 平成18年12月31日 平成19年３月30日

当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 109,620 － － 109,620

合計 109,620 － － 109,620

 

２．配当に関する事項  

（１）配当金支払額

　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日

定時株主総会
普通株式 54,810 500.0 平成18年12月31日  平成19年３月30日

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

  決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月28日

定時株主総会
普通株式 82,215 利益剰余金 750.0 平成19年12月31日 平成20年３月31日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在）

現金及び預金勘定 714,884千円

現金及び現金同等物 714,884千円

現金及び預金勘定    1,496,348千円

現金及び現金同等物   1,496,348千円

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借手側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借手側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 29,500 17,642 11,858

ソフトウェア 90,589 58,179 32,409

合計 120,090 75,822 44,268

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 29,500 23,542 5,958

ソフトウェア 65,075 49,238 15,836

合計 94,576 72,780 21,795

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 23,588千円

１年超 23,523千円

合計 47,112千円

１年内       16,231千円

１年超       6,908千円

合計       23,139千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 55,227千円

減価償却費相当額 52,436千円

支払利息相当額 1,857千円

支払リース料       24,616千円

減価償却費相当額       22,043千円

支払利息相当額      905千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左
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前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸手側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸手側）

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

 取得価額
（千円）

減価償却累
計額
（千円）

期末残高
（千円）

賃貸営業資産 141,024 48,829 92,195

合計 141,024 48,829 92,195

 取得価額
（千円）

減価償却累
計額
（千円）

期末残高
（千円）

賃貸営業資産 125,809 60,404 65,405

合計 125,809 60,404 65,405

２．未経過リース料期末残高 ２．未経過リース料期末残高

１年内 36,926千円

１年超 66,724千円

合計 103,651千円

１年内       24,480千円

１年超       48,469千円

合計       72,949千円

　未経過リース料期末残高及び見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の期末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法により算定しております。

同左

３．受取リース料、減価償却費 ３．受取リース料、減価償却費

受取リース料 34,027千円

減価償却費 23,781千円

受取リース料       35,851千円

減価償却費       26,790千円

（有価証券関係）

１．子会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの

（１）株式 1,850 2,559 709 ― ― ―

（２）債券 ― ― ― ― ― ―

（３）その他 ― ― ― ― ― ―

小計 1,850 2,559 709 ― ― ―

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの

（１）株式 ― ― ― 104,628 70,314 △34,313

（２）債券 ― ― ― ― ― ―

（３）その他 ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― 104,628 70,314 △34,313

合計 1,850 2,559 709 104,628 70,314 △34,313

　（注）　時価のあるその他有価証券について、次の判断基準に基づき減損処理を行うこととしております。

個々の銘柄について時価の下落率が30％以上50％以下の場合は、次の三要件のいずれかに該当する銘柄を時価

が著しく下落していると判断し、回復の可能性がある場合を除いて減損処理を行うこととしております。

①　当該銘柄について、過去２年間にわたり下落率が30％以上50％以下の状態になっている場合。

②　当該銘柄の発行会社が債務超過の場合。

③　当該銘柄の発行会社が２期連続で損失を計上し、翌期も損失の計上が予想される場合。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券

　該当事項はありません。
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４．時価のない主な有価証券の内容

 

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

子会社株式 16,000 16,000

（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（１）取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連で

は通貨オプション取引等、金利関係では金利スワップ取

引であります。

（１）取引の内容

同左

（２）取引に対する取組方針

　当社のデリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動

によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。但し、結果としてヘッジ会計の

適用要件を満たしていないデリバティブ取引について

は時価評価しております。

（２）取引に対する取組方針

同左

（３）取引の利用目的

　当社のデリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭

債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確

保を図る目的で、また金利関連では借入金利等の将来の

金利市場における利率上昇による変動リスクを回避す

る目的で利用しております。

　なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては、特例処理を適用しておりま

す。また、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ有効性の評価

方法等については、重要な会計方針９「ヘッジ会計の方

法」に記載のとおりです。

（３）取引の利用目的

同左

（４）取引に係るリスクの内容

　通貨オプション取引等は為替相場の変動によるリスク

を、金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しております。なお、取引相手先は高格付を有する金

融機関に限定しているため、信用リスクはほとんどない

と認識しております。

（４）取引に係るリスクの内容

同左

（５）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当

部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

（５）取引に係るリスク管理体制

同左

（６）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、又

は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティ

ブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。

（６）取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２．取引の時価等に関する事項

（１）通貨関連
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区分 種類

前事業年度（平成18年12月31日） 当事業年度（平成19年12月31日）

契約額等
（千USD）

契約額等
のうち１
年超
（千USD）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

契約額等
（千USD）

契約額等
のうち１
年超
（千USD）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取

引以外

の取引

通貨オプション         

買建・コール

　　　米ドル
1,600 400 6,247 △1,562 400 ─ 787 △1,006

売建・プット

　　　米ドル
1,600 400 △2,806 14,784 400 ─ △787 4,299

　（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づいて算定しております。

（２）金利関連

区分 種類

前事業年度（平成18年12月31日） 当事業年度（平成19年12月31日）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取

引以外

の取引

金利スワップ取引         

変動受取・固定

支払
940,000 720,000 △3,080 △3,080 700,000 ─ △1,628 △1,628

　（注）１．時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づいて算定しております。

２．特例処理を採用している金利スワップ取引は、記載対象から除いております。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

①　退職一時金制度

②　従業員の選択制による退職金前払制度又は、確定拠出年金制度

２．退職給付債務及びその内訳

 
前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

退職給付債務（千円） △366,339 △343,490

退職給付引当金（千円） △366,339 △343,490

　（注）　退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用の内訳

　退職一時金制度移行時の自己都合要支給額に基づいて退職給付債務を計上しているため、退職給付費用は発

生しておりません。
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

 
第１回

ストック・オプション
第２回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 取締役６名、使用人183名
取締役６名、監査役１名及

び使用人300名

ストック・オプション数 普通株式　　4,000株 普通株式　　8,000株

付与日 平成17年４月28日 平成18年４月10日

権利確定条件  注  注

対象勤務期間  定めはありません  定めはありません

権利行使期間
自　平成19年５月１日

至　平成27年３月31日

自　平成20年４月１日

至　平成28年２月29日

（注）権利確定条件

（１）権利行使時において、当社又は当社の子会社もしくは関連会社の役員（監査役を含む）又は使用人の

　　地位にあることを要します。ただし、役員が任期満了により退任した場合、並びに使用人が会社都合に

　　より退職した場合はその日から６ヶ月間は行使できます。 

 

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
第１回

ストック・オプション
第２回

ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前事業年度末  3,931 ―

付与  ― 8,000

失効  79 198

権利確定  ― ―

未確定残  3,852 7,802

権利確定後 （株）   

前事業年度末  ― ―

権利確定  ― ―

権利行使  ― ―

失効  ― ―

未行使残  ― ―

②　単価情報

  
第１回

ストック・オプション
第２回

ストック・オプション

権利行使価格 （円） 50,000 88,000

行使時平均株価 （円） ― ―

公正な評価単価（付与日） （円） ― ―

当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
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（１）ストック・オプションの内容

 
第１回

ストック・オプション
第２回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 取締役６名、使用人183名
取締役６名、監査役１名及

び使用人300名

ストック・オプション数 普通株式　　4,000株 普通株式　　8,000株

付与日 平成17年４月28日 平成18年４月10日

権利確定条件  注  注

対象勤務期間  定めはありません  定めはありません

権利行使期間
自　平成19年５月１日

至　平成27年３月31日

自　平成20年４月１日

至　平成28年２月29日

（注）権利確定条件

（１） 権利行使時において、当社又は当社の子会社もしくは関連会社の役員（監査役を含む）又は使用人の

　　地位にあることを要します。ただし、役員が任期満了により退任した場合、並びに使用人が会社都合に

　　より退職した場合はその日から６ヶ月間は行使できます。 

 

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
第１回

ストック・オプション
第２回

ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前事業年度末  3,852 7,802

付与  ― ―

失効  5 190

権利確定  3,847 ―

未確定残  ― 7,612

権利確定後 （株）   

前事業年度末  ― ―

権利確定  3,847 ―

権利行使  ― ―

失効  20 ―

未行使残  3,827 ―

②　単価情報

  
第１回

ストック・オプション
第２回

ストック・オプション

権利行使価格 （円） 50,000 88,000

行使時平均株価 （円） ― ―

公正な評価単価（付与日） （円） ― ―
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 （千円）

退職給付引当金 149,064

棚卸資産 109,007

賞与引当金 54,420

役員退職慰労引当金 48,490

未払金及び未払費用 39,858

研究開発費 13,815

未払事業税 11,948

その他 3,104

計 429,706

評価性引当額 △510

繰延税金資産合計 429,196

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △289

繰延税金負債合計 △289

繰延税金資産（負債）の純額 428,907

繰延税金資産 （千円）

退職給付引当金 139,766

棚卸資産 109,154

賞与引当金 58,765

役員退職慰労引当金 55,754

未払金及び未払費用 27,963

研究開発費 12,342

未払事業税 18,786

その他有価証券評価差額金 14,080

その他 28,578

計 465,188

評価性引当額 △510

繰延税金資産合計 464,678

（注）　当事業年度末における繰延税金資産は、貸借対照

表の以下の項目に含まれています。

（注）　当事業年度末における繰延税金資産は、貸借対照

表の以下の項目に含まれています。

流動資産「繰延税金資産」 215,233千円

固定資産「繰延税金資産」 213,674千円

流動資産「繰延税金資産」      214,668千円

固定資産「繰延税金資産」      250,010千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等の永久に損金に算入されない項目 3.1

税額控除 △9.2

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.5

     法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

     率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

     あるため注記を省略しております。  

　　　　　　　　　　　　

（持分法損益等）

前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　該当事項はありません。

【関連当事者との取引】

前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

該当事項はありません。
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当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　子会社等

属性
会社等の

名称
住所 

 資本金又は

出資金(千円

)

事業の内容

又は職業 

議決権等の所

有（被所有）

割合　(％)

契約内容
取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）
役員の

兼任等

事実上の

関係

子会社
株式会社

リープ

東京都

目黒区
10,000

コンピュー

タソフト

ウェアの開

発

（所有）

 直接 80.0 

兼任

 2名

当社コン

ピュータソフ

トウェアの開

発

外注加工費 83,459 買掛金 16,688

業務受託料 2,400 未収入金 210

受取家賃 3,225 － －

子会社
株式会社

BHO

東京都

目黒区
10,000

コンピュー

タソフト

ウェアの開

発

（所有）

 直接 80.0 

兼任

 2名

当社コン

ピュータソフ

トウェアの開

発

外注加工費 67,429 買掛金 2,520

業務受託料 2,400 未収入金 310

（注）１． 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

 　   ２． 取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　   価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定してお

   ります。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 18,570円31銭

１株当たり当期純利益金額     2,038円01銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
    1,997円08銭

１株当たり純資産額 21,403円12銭

１株当たり当期純利益金額 3,521円23銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
3,512円45銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 211,594 385,996

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 211,594 385,996

期中平均株式数（株） 103,824 109,620

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 2,128 274

 （うち、Ｂ種株式　（株））  （1,790） （―）

 （うち、新株予約権　（株）） （338） (274)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　新株予約権（新株予約権の数

7,802個）

　新株予約権（新株予約権の数

7,612個）

　（注）　平成15年９月発行のＡ種株式及び平成17年５月発行のＢ種株式ついては、普通株式と同等の取扱をしておりま

す。
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（重要な後発事象）

前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

 　　　 当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

該当事項はありません。

⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が、資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前事業年度末
残高
（千円）

当事業年度
増加額
（千円）

当事業年度
減少額
（千円）

当事業年度末
残高
（千円）

当事業年度末
減価償却累計
額又は償却累
計額
（千円）

当事業年度
償却額
（千円）

差引当事業年
度末残高
（千円）

有形固定資産        

建物 111,136 16,233 － 127,370 84,962 11,581 42,407

機械装置 134,583 5,074 654 139,003 106,720 19,428 32,282

工具器具備品 916,383 522,083 9,287 1,429,179 615,955 237,610 813,223

賃貸営業資産 141,024 － 15,215 125,809 60,404 26,790 65,405

建設仮勘定 193,623 277,436 448,424 22,635 － － 22,635

有形固定資産計 1,496,751 820,828 473,581 1,843,997 868,043 295,411 975,954

無形固定資産        

ソフトウェア 128,268 324,870 － 453,138 171,585 122,136 281,552

ソフトウェア仮勘定 16,284 61,845 25,284 52,845 － － 52,845

商標権 594 － － 594 129 59 464

無形固定資産計 145,146 386,716 25,284 506,578 171,714 122,195 334,863

長期前払費用 2,524,871 138,614 1,400,000 1,263,486 587,791 356,826 675,694

　（注）　当事業年度増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　　工具器具備品　受託ビジネス用イメージＯＣＲシステム・機器等　      452,462千円

　　　　　ソフトウェア　プレクサスフローウェア及びＯＳＭに関する権利の取得　253,869千円 

【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
前事業年度末
残高
（千円）

当事業年度末
残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 625,000 575,000 1.9 　　　　 　―

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,525,000 1,950,000 1.9 平成21年～24年

その他の有利子負債   ― ― ― 　― 

合計 2,150,000 2,525,000 　　　― 　　　　 　―

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 1,140,000 323,000 323,000 164,000

【引当金明細表】

区分
前事業年度末
残高
（千円）

当事業年度
増加額
（千円）

当事業年度
減少額

（目的使用）
（千円）

当事業年度
減少額
（その他）
（千円）

当事業年度末
残高
（千円）

賞与引当金 133,742 144,421 133,742  ― 144,421

役員退職慰労引当金 119,168 17,852 ―  ― 137,021

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

預金  

当座預金 874,526

普通預金 609,591

郵便貯金 12,230

小計 1,496,348

合計 1,496,348

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

大日本印刷㈱ 361

㈱東和印刷 177

合計 538

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年１月 538

２月 ―

３月 ―
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期日別 金額（千円）

合計 538

③　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱みずほ銀行 163,327

㈱近鉄百貨店 130,770

三菱総研ＤＣＳ㈱ 118,508

第一生命情報システム㈱ 111,063

㈱セブン・イレブンジャパン 105,248

その他 1,017,044

合計 1,645,962

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前事業年度繰越高
（千円）

当事業年度発生高
（千円）

当事業年度回収高
（千円）

翌事業年度繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

1,623,251 12,525,894 12,503,182 1,645,962 88.4 47.6

　（注）　当事業年度発生高には消費税等が含まれております。

④　保守部品

品目 金額（千円）

メンテナンス用部材 224,321

合計 224,321

⑤　材料機器

品目 金額（千円）

イメージ情報ソリューション用機器 83,168

合計 83,168

⑥　仕掛品

品目 金額（千円）

イメージ情報ソリューション事業仕掛品 939,938

合計 939,938

⑦　買掛金

相手先 金額（千円）

（株）エフタイム 125,162

（株）富士通エフサス 88,955
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相手先 金額（千円）

　日本メカトロニクス（株） 88,788

　キャノンソフト情報システム（株） 24,738

  コダック（株） 21,940

 その他 470,385

合計 819,971

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 1,000株券、100株券、10株券、１株券

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

端株の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告記載URL

http://www.banctec.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（１）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第４期）（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）平成19年３月30日関東財務局長に提出

（２）半期報告書

　第５期中（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月14日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成19年３月29日

バンクテック・ジャパン株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 堤　佳史　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 阪田　大門　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバンク

テック・ジャパン株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、バンクテッ

ク・ジャパン株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成20年３月28日

バンクテック・ジャパン株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 堤　佳史　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 阪田　大門　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るバンクテック・ジャパン株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細書について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、バンクテッ

ク・ジャパン株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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